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リニア中央新幹線騒音に係る環境基準の類型当てはめについて（諮問） 

知事は、政府が定めた「新幹線鉄道騒音に係る環境基準」を、リニア中央新幹線の沿線地域に当

てはめることとしている。 

 

１．当てはめの根拠 

 【  国  】 環境基準の設定（新幹線騒音を含む。） 

         根拠：環境基本法第１６条第１項 

 【都道府県】 環境基準に係る類型の当てはめ（地域指定・法定受託事務） 

         根拠：環境基本法第１６条第２項 

 

 

２．新幹線鉄道騒音に係る環境基準（昭和５０年環境省告示） 

対象となる地域 類型 基準値 

主として住居の用に供される地域 Ⅰ ７０ｄＢ以下 

商工業の用に供される地域などⅠ以外の地域であって通常の

生活を保全する必要がある地域 
Ⅱ ７５ｄＢ以下 

   

 

３．都道府県が行う当てはめの事務処理基準（環境省通知）（注 1） 

（１）対象となる範囲 

○ 新幹線騒音から通常の生活を保全する必要がある地域 

（リニアによる鉄道騒音が７０ｄＢ以上となる可能性がある範囲） 

○ 新幹線騒音の環境基準の類型当てはめの方針（Ｈ２８公表済み） 

リニア軌道中心線から両側４００ｍ以内の地域（他県も同様） 

     (決定経緯) 

鉄道騒音に関する有識者会議を設置し、環境影響評価書及びリニア実験線における走

行データ等をもとに、基準値(70dB)以下となる距離を検証し、決定 

（注 1）新幹線騒音に係る環境基準の類型を当てはめる地域の指定に係る法定受託事務の事務処理基準に

ついて（H13.1.5 環大企第２号 改定 H30.2.19 環境水大発第 1802193 号） 

 

 

 

（２）当てはめる地域の区分 

１）当てはめの事務処理基準 

 区        分 地域類型 

① 都市計画法

の用途地域 

・低層住居専用地域（第 1･2 種） 

・中高層住居専用地域（第 1･2 種） 

・住居地域（第 1･2 種） 

・準住居地域 

Ⅰ 

（70dB 以下） 

・近隣商業地域 ・商業地域  

・準工業地域  Ⅱ 

（75dB 以下） 
・工業地域 

・工業専用地域 当てはめない 

② 都市計画法

の用途地域が

定められてい

ない地域 

・低層住居専用地域（第 1･2 種） 

・中高層住居専用地域（第 1･2 種） 

・住居地域（第 1･2 種） 

・準住居地域        に相当する地域 

Ⅰ 

（70dB 以下） 

・その他の地域 

近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域 

に相当する地域 

Ⅱ 

（75dB 以下） 

・山林、原野、農用地等 当てはめない 

 
２）用途地域が定められていない地域（②）への当てはめ（Ｈ28 方針公表済み） 

騒音規制法の規制地域は、工場騒音等から生活環境を保全するため、都市計画法の用途

地域や地域の状況等をもとに市町村が定めたものであり、当該規制地域を当てはめに活用 

騒音規制法に定める 第１種区域及び第２種区域（注 2） 
Ⅰ 

（70dB 以下） 

騒音規制法に定める 第３種区域及び第４種区域（注 2） 
Ⅱ 

（75dB 以下） 

山林、原野、農用地  等 

※１ トンネル区間及び河川区域 

※２ 騒音規制法の規制地域であっても、未規制地域から連続している

住居がない農用地等で、当該自治体の長の意見を踏まえて決定した

地域 

当てはめない 

（注 2）各区域内に農用地が含まれる場合は当該農用地を含む。 
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４．当てはめ範囲等 （別添図面のとおり） 

新幹線騒音の環境基準の類型の当てはめ範囲と軌道周辺の騒音規制の状況  

 

５．今後の予定 

沿線市町に意見を照会し、環境保全審議会に報告し答申を頂く。 

 

 

 

 

 

（参考）用途地域が定められていない地域に係る、沿線県の当てはめ状況 

 神奈川県 
長野県 

（予定） 
岐阜県 

山梨県 

(案) 

静岡県 

地上走行 

区  間 

2 箇所 4 箇所 9 箇所 16 箇所 なし 

1.3Km 4.4Km 6.5Km 27.1Km － 

指定幅 

軌道中心 

から両側 

400ｍ以内 

（検討中） 軌道中心から両側 400ｍ以内 

 

Ⅰ類型 

（70dB） 

用途地域以

外の地域 
（検討中） 

騒音規制地域 
第１種及び第２種
から、次を除外 
・森林法で定める計
画の対象地 

・農業振興地域 

騒音規制地域 

第１種及び第２種 

 

Ⅱ類型 

（75dB） 
該当なし （検討中） 

騒音規制地域 
第３種及び第４種
から、Ⅰ類型と同様
に農地等を除外 

騒音規制地域 

第３種及び第４種 

 

 

 

 

（参考）新幹線騒音に係る環境基準の測定方法とリニア騒音の状況 

 

○リニア騒音の状況（予測値 環境影響評価書） 

            軌道から 25ｍ     200ｍ      400ｍ(県想定) 

(1)防音壁(３．５ｍ)  ７７～８３dB    ７３～７５dB    ６７～６９dB 

(2)防音・防災フード  ６４～６６dB 

 

 

（参考）有識者会議 

所属 役職 氏名 

一般社団法人小林理学研究所 所長 山本貢平 

信州大学工学部 名誉教授 高木直樹 

公益財団法人鉄道総合技術研究所 環境工学研究部長 長倉清 

山梨県立大学 国際政策学部 准教授 箕浦一哉 

中込博法律事務所 弁護士 中込博 

  

ピークレベルの平均値（新幹線騒音の評価値） 

騒
音
レ
ベ
ル
(
d
B
)
 

時間(t) 

通
過
時
間 

（

 

騒
音
発
生 

） 

通
過
間
隔 

リニア中央新幹線 

・走行本数（片道） 

150 本／日 

（約 8本／時間） 

・通過間隔（往復） 

3.6 分／本 

・通過時間 

 約 3 秒 

(3.6 分) 

(約 3 秒) 









 

 

 

 

 

 






